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 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
ア １級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。なお、同
等以上の資格は、建設業法及び建設業法施
行規則の規定による。
イ 平成17年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した次の要件を満たす
工事に従事した経験を有する者であること
（共同企業体として施工した工事にあって
は、出資比率が20％以上の場合のもの。）。
ただし、軽微なもの（請負金額が500万円
未満の工事）は除く。
 工事内容 建築一式（躯体、外装、内
装を含む新築又は増築）工事
 建物用途 「研修・交流施設、体育館・
屋内運動施設、宿泊施設、倉庫」以外の
建物
 構造 ＳＲＣ造又は軽量鉄骨造以外の
Ｓ造
 階数 地上６階以上地下１階以上
 延べ面積 7000以上
ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること（開札日において有効なもので
あること。）。
エ 配置予定の主任技術者又は監理技術者に
あっては、直接的かつ恒常的な雇用関係が
必要である。その旨を明示することができ
る資料の提出がなされない場合には、入札
に参加できないことがある。なお、恒常的
な雇用とは、申請書提出期限の日時点で３
か月以上の雇用関係があることをいう。

３ 総合評価に関する事項
 評価項目
ア 施工体制
イ 工事特性を考慮した技術提案
「凍害等を考慮した外壁タイル張りにお
ける耐久性向上のための品質管理に関する
技術提案」
ウ 工事全般の施工計画
「敷地周辺の通行人に対する安全対策に
関する提案」

 総合評価の方法
ア 標準点
当該工事について、入札説明書等に記載
された要求要件を実現できると認められる
場合には、標準点100点を与える。
イ 施工体制評価点及び加算点
上記３の各項目を評価し、施工体制評
価点及び加算点を与える（入札説明書参
照）。
ウ 評価値
総合評価は、予定価格の制限の範囲内の
入札参加者について、上記３ア、イによ
り得られる標準点と施工体制評価点及び施
工体制確認後の加算点の合計を当該入札者
の入札価格で除して得た数値（以下「評価
値」という。）をもって行う。
評価値＝（標準点＋施工体制評価点及び
施工体制確認後の加算点）／入札価格

 落札方法
ア 入札参加者は、次の及びの要件に該
当する者のうち、上記３によって算出さ
れた評価値の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予定価格の範囲内であるこ
と。
 提案が最低限の要求要件（標準案）を
満たしていること。

イ 上記３アにおいて、評価値の最も高い
者が２人以上あるときは、該当者にくじを
引かせて落札者を決める。

４ 入札手続等
 担当部局 〒1028651 東京都千代田区隼
町４２ 最高裁判所事務総局経理局営繕課
契約係 電話0332620109
 入札説明書の交付期間、場所等 令和２年
10月23日から令和３年１月28日まで（裁判所
の休日に関する法律（昭和63年法律第93号）
第１条に規定する裁判所の休日（以下「休日」
という。）を除く。）の午前９時00分から午後５
時00分まで 上記４に同じ。
 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
ア 提出期間 令和２年10月23日から令和２
年11月12日まで（休日を除く。）の午前９時
00分から午後５時00分まで。

イ 提出場所 上記４に同じ。
ウ 提出方法 電子調達システムにより提出
すること。ただし、支出負担行為担当官の
承諾を得た場合は、持参又は郵送（書留郵
便に限る。提出期間内必着）すること。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
ア 令和２年12月28日から令和３年１月29日
まで（休日を除く。）の午前９時00分から午
後５時00分まで。
イ 提出場所 上記４に同じ。
ウ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限
る。提出期間内必着）により提出すること。

 入札、開札の日時、場所及び入札書の提出
方法 入札書は、電子調達システムにより提
出すること。ただし、発注者の承諾を得た場
合は、上記４に持参又は郵送（書留郵便に
限る。）すること。
ア 入札書の締切日時
 電子入札対応の場合 令和３年１月29
日午後１時30分
 紙入札方式による場合 令和３年１月
29日午後１時30分（必着）

イ 開札の日時及び場所 令和３年２月１日
午後１時30分 最高裁判所事務総局経理局
営繕課

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行有楽町代理店（三菱ＵＦＪ銀行京橋
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有
価証券の取扱店 日本銀行有楽町代理店
（三菱ＵＦＪ銀行京橋支店））又は銀行等の
保証（取扱官庁 最高裁判所）をもって入
札保証金の納付に代えることができる。ま
た、入札保証保険契約の締結を行い、又は
契約保証の予約を受けた場合は、入札保証
金を免除する。
イ 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行有楽町代理店（三菱ＵＦＪ銀行京橋
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有
価証券の取扱店 日本銀行有楽町代理店
（三菱ＵＦＪ銀行京橋支店））又は金融機関
若しくは保証事業会社の保証をもって契約

保証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し又
は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で総合評価による評価値の最も高い者を落札
者とする。ただし、落札者となるべき者の入
札価格によっては、その者により当該契約の
内容に適合した履行がなされないおそれがあ
ると認められるとき、又はその者と契約を締
結することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると認
められるときは、予定価格の制限の範囲内の
価格をもって入札した他の者のうち評価値の
最も高い者を落札者とすることがある。なお、
落札者となるべき者の入札価格が予決令第85
条に基づく調査基準価格を下回る場合は、入
札説明書に示す予決令第86条の調査を行うも
のとする。
 配置予定主任（監理）技術者の確認 落札
者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の
主任（監理）技術者の専任制違反の事実が確
認された場合、契約を結ばないことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものとし
て承認された場合の外は、申請書の差替えは
認められない。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２イに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記４により
申請書及び資料を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
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